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第１部 調査研究概要

Ⅰ 平成 30 年度研究課題一覧（研究区分別） 

平成 30 年度終了課題については、5 ペ－ジから概要資料を掲載しています（一部課題を除く）。 

戦略研究 

道の重要な施策等に関わる分野横断型の研究で、法人の各研究分

野間および大学や企業等との連携により実施します。理事長によ

るマネジメントのもとで、法人本部と各研究本部が連携し、プロ

ジェクトチームを設置して行います。 

実施年度 
研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁開始 終了 

1 地域・産業特性に応じたエネルギーの分散型利用モデルの構築 26 30 環境防災Ｇ p 5 

2 農村集落における生活環境の創出と産業振興に向けた対策手法の構築 27 31 地域システムＧ - 

重点研究 
実用化、事業化につながる研究や、緊急性の高い研究を行います。

法人内外との連携を効果的に活用して実施します。 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 津波による最大リスク評価手法の開発と防災対策の実証的展開 29 31 環境防災Ｇ - 

2 道産資材を用いた木造高断熱外壁の防耐火構造の開発 29 31 建築システムＧ - 

3 保温装置と耐雪性を強化した北海道型ハウスの無加温周年利用技術の確率 29 31 環境防災Ｇ - 

4 木質バイオマスエネルギーの高性能な供給・利用システムの開発 30 32 建築システムＧ - 

経常研究 

技術力の維持・向上等に必要な基盤的な研究、新たな研究開発に
つながる先導的な研究、環境や資源等の継続的な調査、地域固有
のニーズに対応した研究、道の施策を策定・遂行する上での基礎
となる研究・調査など、多岐にわたる研究を行います。各研究本
部の特性に応じて実施します。 

実施年度 

研究主管 

グループ 

開始 終了 

1 建築確認構造審査の技術的支援と道内建築物の安全性向上のための特性分析 27 31 構造判定Ｇ - 

2 非住宅建築物及び住宅の省エネ適合義務化対応と将来目標水準に関する研究 28 30 建築システムＧ p 6 

3 建築材料の耐久性モニタリングと評価に関する基礎的研究 28 31 建築システムＧ - 

4 積雪寒冷期の大規模地震に対応した建物リスク評価手法の基礎的研究 29 30 環境防災Ｇ p 7 

5 富良野圏市町村における自律・持続型地域の実現プロセスに関する研究 29 30 建築システムＧ p 8 

6 住宅地における除雪の実態に関する調査 29 30 地域システムＧ p 9 

7 積雪寒冷条件を踏まえたデータセンターの設計に関する基礎的検討 29 30 環境防災Ｇ p 10 

8 建物群の熱・電力融通を考慮した建築・設備システムに関する研究 29 30 建築システムＧ p 11 

9 
鉄筋コンクリート造異形柱の構造特性把握・設計法構築のためのせん断応力に対する

構造耐力 
29 31 構造判定Ｇ -
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10 最終処分ゼロに向けた建築資源循環システムの検討 29 31 建築システムＧ - 

11 建築分野における技術開発等に利用する基礎的な気象データの構築 30 32 建築システムＧ - 

12 道内リン循環利用に向けた地域需要供給の実態解明 30 31 地域システムＧ - 

13 農作物等とヒトの輸送を組み合わせた統合型輸送システムの可能性 30 32 地域システムＧ - 

14 
 
常呂川流域圏における人間活動と水・物質循環のつながりの解明 
 

29 31 地域システムＧ - 

 

一般共同研究 
大学、企業等の外部機関や行政機関と連携して実施する研究のう

ち、法人の研究経費を共同研究の申請者が負担するものです。研

究内容が中期計画の範囲内であることが実施の条件です。 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 ZEH対応も踏まえた枠組み壁工法住宅の高性能外皮・空調システムに関する開発 28 30 建築システムＧ p 12 

2 ポリカーボネート板の建築的特性の把握と建築物への適用に関する技術開発 26 30 建築システムＧ - 

3 吹込み用繊維質断熱材の長期断熱性能の研究 29 31 建築システムＧ - 

4 湿式外断熱工法の非破壊診断の可能性に関する検討 30 31 建築システムＧ - 

5 湿式外張断熱工法の劣化対策性能の評価手法開発 30 31 評価試験課 - 

 

 
     

公募型研究 
国や団体等が実施する公募型研究開発事業に応募し、採択される

ことによって実施が可能となる研究です。研究内容が中期計画の

範囲内であることが実施の条件です。 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 都市における再生可能エネルギー最適導入プロセス解明の動的評価手法の構築 28 30 建築システムＧ p 13 

2 積雪期の降雨によって生じる建築物の雪害リスクとその評価 28 30 環境防災Ｇ p 14 

3 プリベンタブルデス（防ぎ得た死）の評価と対策 28 30 環境防災Ｇ - 

4 低炭素型寒中コンクリート技術の実証的研究 28 30 建築システムＧ - 

5 極寒冷地における混合セメントコンクリートの性能改善方法の開発 28 30 建築システムＧ - 

6 地域自立型の次世代型・水インフラマネジメントシステムへの転換 28 30 地域システムＧ p 15 

7 
サニーテーション価値連鎖の提案 
－地域のヒトによりそうサニーテーションのデザイン 

28 33 地域システムＧ - 

8 ベイズ理論を用いた小規模町村の住宅ストック予測モデルの構築 29 31 建築システムＧ - 

9 破壊力学（エネルギー値）に基づく凍害機構の新たな解釈の提案 29 31 建築システムＧ - 

10 光学的計測技術に基づく建築構造の汎用的損傷評価法に関する基礎研究 29 30 建築システムＧ p 16 

11 多孔質建材の内部損傷評価に基づく促進試験条件の検討 30 31 建築システムＧ - 

12 平成 30年北海道胆振東部地震とその災害に関する総合調査 30 30 環境防災Ｇ - 
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道受託研究 
道が主体となり実施する事業に基づく研究・調査や、突発的な

災害等に関連する研究・調査を行います。道との契約等に基づ

き実施します。 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 道営住宅の効率的な改善サイクルに関する技術情報構築 28 30 建築システムＧ - 

2 公営住宅の集約・再編によるコンパクトシティ等に関する研究 29 30 地域システムＧ - 

3 既存大規模住宅団地（室蘭白鳥台団地）における公営住宅の再編に関する研究 29 30 地域システムＧ p 17 

4 北海道の想定地震に対応した応急危険度震前判定計画の策定に関する研究 29 31 環境防災Ｇ - 

5 共同住宅の省エネルギー化推進に関する研究 30 31 建築システムＧ - 

6 道内小規模市町村における移住・定住のための住宅施策の効果に関する研究 30 31 地域システムＧ - 

7 北海道における応急仮設住宅に関する研究 30 32 建築システムＧ - 

8 道内の既存木造住宅における耐震性能の推計に関する研究 30 30 構造判定Ｇ p 18 

9 道産 CLT建築物の環境性能向上に関する研究 30 31 建築システムＧ - 

 

受託研究 
道以外の行政機関や企業、団体等の外部機関からの依頼により、

契約または寄付により実施する研究です。研究内容が中期計画の

範囲内であることが実施の条件です。 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 陸前高田市における住まいの再建推進方策に関する研究 26 30 建築システムＧ p 19 

2 函館市の地震被害想定に関する研究 30 30 環境防災Ｇ p 20 

3 ニセコ町役場新庁舎の雪対策および環境設計に係る基礎情報の整備 30 30 環境防災Ｇ p 21 

4 告示化に向けた可燃性断熱材を用いた防耐火外壁の仕様基準の検討 30 31 評価試験課 - 

5 非住宅建築物におけるダブルスキン等の熱性能評価法の開発 30 30 建築システムＧ - 

 

 
     

職員研究 

奨励事業 

職員自らの提案による研究シ－ズの発掘と研究開発能力の向上

を図るもの 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 
なぜ東川に移住起業家が根付くのか？ 
－道内小規模市町村における移住起業家の転入要因の解明－ 

30 30 地域システムＧ p 22 

 

 
     

研究開発推進費 
基本構想を推進する上で重点的な取り組みが必要な課題や研究

関連の経費 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 「音と光による避難誘導の提案」に資する基礎情報整備 30 30 環境防災Ｇ p 23 

2 
平成 30年胆振東部地震における建物被害調査・復旧支援と電源喪失時の社会混乱 

状況のアーカイブ化 
30 30 環境防災Ｇ p 24 
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Ⅱ 平成 30 年度終了課題概要資料 

 

研究課題名 

実施年度 研究主管 

グループ 
掲載頁 

開始 終了 

地域・産業特性に応じたエネルギーの分散型利用モデルの構築 26 30 環境防災Ｇ p 5 

非住宅建築物及び住宅の省エネ適合義務化対応と将来目標水準に関する研究 28 30 建築システムＧ p 6 

積雪寒冷期の大規模地震に対応した建物リスク評価手法の基礎的研究 29 30 環境防災Ｇ p 7 

富良野圏市町村における自律・持続型地域の実現プロセスに関する研究 29 30 建築システムＧ p 8 

住宅地における除雪の実態に関する調査 29 30 地域システムＧ p 9 

積雪寒冷条件を踏まえたデータセンターの設計に関する基礎的検討 29 30 環境防災Ｇ p 10 

建物群の熱・電力融通を考慮した建築・設備システムに関する研究 29 30 建築システムＧ p 11 

ZEH対応も踏まえた枠組み壁工法住宅の高性能外皮・空調システムに関する開発 28 30 建築システムＧ p 12 

都市における再生可能エネルギー最適導入プロセス解明の動的評価手法の構築 28 30 建築システムＧ p 13 

積雪期の降雨によって生じる建築物の雪害リスクとその評価 28 30 環境防災Ｇ p 14 

地域自立型の次世代型・水インフラマネジメントシステムへの転換 28 30 地域システムＧ p 15 

光学的計測技術に基づく建築構造の汎用的損傷評価法に関する基礎研究 29 30 建築システムＧ p 16 

既存大規模住宅団地（室蘭白鳥台団地）における公営住宅の再編に関する研究 29 30 地域システムＧ p 17 

道内の既存木造住宅における耐震性能の推計に関する研究 30 30 構造判定Ｇ p 18 

陸前高田市における住まいの再建推進方策に関する研究 26 30 建築システムＧ p 19 

函館市の地震被害想定に関する研究 30 30 環境防災Ｇ p 20 

ニセコ町役場新庁舎の雪対策および環境設計に係る基礎情報の整備 30 30 環境防災Ｇ p 21 

なぜ東川に移住起業家が根付くのか？ 
－道内小規模市町村における移住起業家の転入要因の解明－ 

30 30 地域システムＧ p 22 

「音と光による避難誘導の提案」に資する基礎情報整備 30 30 環境防災Ｇ p 23 

平成 30年胆振東部地震における建物被害調査・復旧支援と電源喪失時の社会混乱 

状況のアーカイブ化 
30 30 環境防災Ｇ p 24 
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 第２部 試験評価・普及支援 

 

Ⅰ 試験評価 

 
従来から実施している建築に関する各種試験・性能評価・構造計算適合性判定と、

評価・測定・解析技術の向上等を目指した基盤的な調査研究の推進のため、2018 年

4 月「建築研究本部建築性能試験センター」がスタートしました。 

札幌でも依頼試験相談など、旭川でも構造計算適合性判定業務が可能になりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

札幌オフィス 旭川オフィス 

 

  

1．建築性能試験センターの設置 
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◼ 道内外の建築関連企業や市町村などからの依頼により建築やまちづくりに関する

試験・調査を行っています。 

建築材料・構造などの強度や耐久性、耐火、動風圧、熱、湿気などについての性能試験、建物や市街地

の模型による風洞試験などを行うとともに、実験室、機械器具の設備の貸出しを行っています。 

依頼試験等実施状況（平成 30年度） 

試験項目 受付件数  項 目 発行件数 

強度又は耐久に関する試験 31  成績書の謄本 33 

耐火又は防火に関する試験 18  合 計 33 

熱、湿気又は空気質に関する試験 26    

動風圧に関する試験 14  試験設備の貸出 延べ日数 

音響に関する試験 3  実験室 498 

建築物又はまちづくりに関する試験 16  機械器具 1,491 

建築物又はまちづくりに関する調査又は指導 2  合 計 1,989 

合計 110 

 

 

◼ JNLA（工業標準化法試験事業者登録制度）登録試験事業者です。 

建築研究本部は、平成 28 年 9 月 7 日付けで（独）製品評価技術基盤機構（NITE）認定センター（IA 

Japan）よりJNLA登録試験所として認定されており、登録区分は次に示す区分です。試験結果には、JNLA

標章がついた試験成績書を発行することができます。 

【登録区分】 

JIS A 1416 
吸音・遮音試験（ただし、試料はドア 

などの構成部材、窓及びガラスに限る） 

 

は、工業標準化法に基づく試験事業者登

録制度の標章で、地方独立行政法人北海

道立総合研究機構建築研究本部は、吸

音･遮音試験、材料断熱性試験、建築構成

部材断熱性試験区分(分野)の登録試験

事業者です。(160378JP は当研究本部の

登録番号です。) 

JIS A 1412-2 材料断熱性試験（ただし、付属書Bを除く） 

JIS A 4710 建築構成部材断熱性試験 

 

  

2．依頼試験・設備使用 
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建築基準法に基づく建築材料や構造方法の認定に必要な評価業務について、国土交通大臣より「指定

性能評価機関」の指定（平成 27年 6月 30日国土交通大臣第 32号）を受け実施しております。 

当研究本部は東北以北では唯一の評価機関として、①防耐火構造及び防火設備、②防火材料、③ホル

ムアルデヒド発散等級の 3 区分について評価業務を実施し、道内企業の新材料開発における利便性の向

上に寄与しています。 

性能評価試験受付状況（平成 30年度） 

試験項目 件数 

防耐火構造及び防火設備の耐火性能 2 

 防耐火構造 2 

防火設備 0 

防火材料の不燃性能 4 

 

 

 

 

平成 19 年 6 月の建築基準法改正により導入された建築確認に伴う構造計算適合性判定業務について、

北海道知事の判定機関の指定（平成 22年 4月 1日建指第 1号指令）及び判定業務の認可（平成 22年 4

年 1日建指第 2号指令）を受け、実施しております。 

建築主からの申請により、道内に建築される判定対象建物の構造計算適合性を判定しています。 

構造計算適合性判定依頼受付件数（平成 30年度） 

項目 受付件数（件） 受付棟数（棟） 

構造計算適合性判定 119 137 

 

 

３．建築性能評価 

４．構造計算適合性判定 
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Ⅱ 普及支援 

 

 

 

（１）研究成果報告会などによる情報発信 

◼ 平成 30 年（地独）北海道立総合研究機構 建築研究本部 研究成果報告会の開催 

建築研究本部の研究成果の普及や共同研究などのニ－ズの掘り起こしなどを目的として、研究成果報

告会を毎年開催しています。 

平成30年度は旭川市大雪クリスタルホールにおいて開催し、167名の方に参加をいただきました。報告

会は3部構成とし、第1部は建築性能試験センターから「構造安全性」のセッションで2名の研究者が研究成

果を報告し、第2部では、北方建築総合研究所から「防災・雪対策」「地域計画」「建築技術」「エネルギー」の

4つのセッションで、12名の研究者が研究成果を報告しました。第3部の全体討論会では、スマートフォンを

活用した質問システムからもご質問をいただき、発表者からお答えさせていただきました。 

また、今回は口頭発表に加えポスター発表も実施し、お昼休み時間にも関わらず、多くの方々が発表者

と意見交換していただく姿が見られました。 

来場者アンケートによると、興味を持ったセッションとしては「建築技術」が最も多く、「エネルギー」「地域

計画」が続きました。発表が早口で消化不良だったとのご意見もいただきましたので、来年以降につなげて

いきたいと考えております。 

・日時：平成30年6月6日（水）10:00～16:40 

・場所：旭川市大雪クリスタルホール（旭川市） 

・来場者数：167名 

 
会場風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3部全体討論 

 

  

１．研究成果の利活用促進 
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◼ きた住まいる技術講習会 

北国にふさわしい住宅の建設促進や住宅建設に携わる技術者の技術力の向上を図るため、平成 30 年

度は全道 7 箇所できた住まいる技術講習会を開催しました。良質な住宅を安心して取得・維持・保全できる

住宅づくりの仕組みとして道が進めている「きた住まいる」制度に関連し省エネルギーや耐久性向上に関す

る建築研究本部の研究成果を紹介するとともに、実務に役立つ省エネ計算方法やリフォーム等の関連情

報を提供いたしました。 

開催時期：平成 31年 1月 17日～2月 25日 

開催地：網走市、函館市、留萌市、中標津町、北見市、旭川市、札幌市 

参加者数：計 493名 

 

 

◼ 道総研建築研究本部地域意見交換会 

平成 29年度からの新たな取組*として、総合振興局の地域創生部地域政策課を訪問し、地域系・防災系

を主体とした研究成果を紹介し管内におけるまちづくりの課題・事情や市町村からのニーズなどを把握する

とともに、当研究本部のまちづくりや防災に関する研究成果の技術移転の可能性について情報、意見交換

を行いました。 

開催時期、開催地：平成 31年 1月 17日 江差町 

平成 31年 1月 28日 羽幌町 

*Ｈ28年度までは主としてハウスメーカーや業界団体などを主な参加対象として実施していました。 

 

 

きた住まいる技術講習会 

 

地域意見交換会 
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（２）市町村との連携 

◼ 道総研まちづくり塾 

市町村と建築研究本部が共に考え成長していくことを目的に、急激な人口減少、超高齢化、自治体財政

のひっ迫などの社会情勢に対応するため、研究成果の普及に加え、「50年後のふるさとづくり」を考える「道

総研まちづくり塾」を昨年度に続き開催しました。 

 

・開催日   平成 30年 11月 6日(火)～11月 8日 (木) 

・開催内容  

 1日目   基調講義・特別講義・全体討議 

 2日目   道総研レクチャー・まちづくり戦略を考える 

 3日目   まちづくり戦略の提案と討論 

・参加者   富良野市、東神楽町、夕張市、留萌市、鷹栖町 計 5市町（10名） ほか道総研職員 

 

  

まちづくり塾チラシ表面 まちづくり塾チラシ裏面 

 

 

  

まちづくり戦略の検討 まちづくり戦略の発表と講評 
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◼ 災害支援、防災対策 

平成 30 年北海道胆振東部地震への対応 

平成 30 年 9 月の北海道胆振東部地震の発生に際し、建築研究本部では研究の基礎的資料を得ると

ともに、災害拡大の防止のため国の研究機関との合同調査、北海道型応急仮設住宅建設に係る技術指

導、被災者の住宅復旧・再建に向けた相談会などを実施、道と協力しながら引き続き被災した 3 町への

支援を行ってまいります。 

発災後の対応状況は、次のＵＲＬからご覧になれます。 

http://www.hro.or.jp/list/building/koho/press1/180906.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災建築物応急危険度判定の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応急仮設住宅技術指導の様子 
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（３）所外発表論文など 

平成 30年 4月～平成 31年 3月掲載分 

◼ 学術誌への投稿 

題名 著者 掲載誌 

温熱・香り複合環境における生体応答に関する研究 第

1報―ペパーミントの香りが記憶課題パフォーマンスおよ

び課題遂行時の脳酸素動態に及ぼす影響 

○若林 斉，飯泉 元気，菊本 悠，小峯 裕

己 

空気調和・衛生工学会論文集

No.253，pp.23-30，2018.4 

解説 

実大ストームシミュレータの実現に向けて 風洞装置を用

いた雪氷の実大実験について 

○堤 拓哉 
日本風工学会誌 No.155，pp.57-

60，2018.4 

住宅復興シナリオ構築に向けた津波被災地の宅地供給

手法 ～岩手県陸前高田市における東日本大震災後の

建築 GIS データベースに基づく宅地供給の時系列分析

～ 

○石井 旭，鈴木 大隆，瀬戸口 剛 

日本建築学会計画系論文集 第 83

巻  第 749 号， pp.1273-1283，
2018.7 

せき板の取り外しに係わる強度推定方法の検討 ○深瀬 孝之，谷口 円，開 洋介，濱 幸雄 
日本建築学会技術報告集 vol.24 

No.57，pp.497-500，2018.7 

Effect of Slanted Soil Design and Filter Media 
Distribution on the Removal of Fecal Bacteria and 
Organic Matter from Greywater 

〇Ynoussa Maiga，Ndiaye A，Sangare D，

Bitié E，Ushijima K 

International Journal of Current 
Microbiology and Applied Science 

7(7)，pp.2317-2329，2018.7 

地域性及び時代性を考慮した木造建築物の地域地震被

害率関数構築法の提案 －北海道を例とした耐震評点

分布を利用する方法－ 

〇竹内 慎一，岡田 成幸，中嶋 唯貴 

日本建築学会構造系論文集 第 83

巻  第 753 号， pp.15491559 ，
2018.11 

実態調査に基づいた人口減少地域における地域自律型

水インフラマネジメントの可能性 

〇牛島 健，石井 旭，福井 淳一，松村 博

文 

土木学会論文集 G（環境），pp.Ⅲ-

143-Ⅲ-152，2018.12 

自然換気利用建物の実態と温度差換気の基本解析 

オフィスビルを対象とした自然換気制御の性能評価に関

する研究（第１報） 

〇下ノ薗 慧，郡 公子 
日本建築学会環境系論文集 第 84

巻 第 755号，pp.55-63，2019.1 

過冷却現象の確率分布に基づく熱力学的非平衡凍結確

率予測モデルの構築 
〇岸本 嘉彦，高橋 光一 

日本建築学会環境系論文集 第 84

巻 第 756号，pp.135-142，2019.2 

 

◼ 学会やシンポジウムなどでの発表 

題名 著者 掲載誌 

木造建物の床衝撃音遮断性能に関する動向 ○廣田 誠一，田中 学，平光 厚雄 
日本騒音制御工学会研究発表会

講演論文集，pp.13-16，2018.4 

北海道における屋外拡声器を用いた防災行政無線の冬

季実測 
○飯泉 元気，廣田 誠一 

日本騒音制御工学会研究発表会

講演論文集，pp.35-38，2018.10 

7 年経過した陸前高田の住宅再建・居住域形成の現状

の課題 
○鈴木 大隆，石井 旭，齋藤 茂樹 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会 ， pp.319-322 ，
2018.6 

防災スピーカによる避難情報伝達に及ぼす気象などの

影響 第 1 報 沿岸集落における定時放送を対象とした

冬季測定 

○飯泉 元気，堤 拓哉，廣田 誠一，戸松 

誠 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会 ， pp.281-284 ，
2018.6 

グラスウール断熱材にポリスチレンフォームを付加した

木造断熱璧体の準耐火性能に関する考察 

○糸毛 治，小浦 孝次，布井 洋二，鈴木 

大隆，木村 吉晴 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会，pp.39-42，2018.6 

住宅向けコンパクト電気暖房システムの開発 

第 1 報 コンパクト電気暖房システムの概要と隣室への

熱供給手法に関する実測・実験 

○北谷 幸恵，坂 俊祐，下ノ薗 慧，月館 

司，赤坂 淳一，稲葉 盛 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会 ， pp.195-198 ，
2018.6 

住宅向けコンパクト電気暖房の開発 

第 2 報 温熱環境、一次エネルギー、コストの評価に関

する数値解析 

○下ノ薗 慧，坂 俊祐，北谷 幸恵，月館 

司，赤坂 淳一，稲葉 盛 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会 ， pp.199-202 ，
2018.6 
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北海道における新築戸建住宅の工法・仕様に関する実

態調査 経時変化と地域特性に関する分析 

○齋藤 茂樹，遠藤 卓，高倉 政寛，鈴木 

大隆 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会 ， pp.233-240 ，
2018.6 

木質バイオマスによる住宅群を対象とした熱供給システ

ムの評価 その 1 竣工初年度における搬送熱量と供給

熱量 

○阿部 佑平，月館 司 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会 ， pp.253-256 ，
2018.6 

孤立型ニュータウンの持続に向けた住宅施策に関する

研究 －室蘭市白鳥台団地をケーススタディとして－ 

○松村 博文，石井 旭，岡村 篤，佐々木優

二 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会 ， pp.331-334 ，
2018.6 

戸建て住宅における除雪作業の定量化に関する研究 

その 1：単位面積あたりの除雪時間と除雪深さの関係 
○高倉 政寛，佐々木 優二 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会 ， pp.305-306 ，
2018.6 

人口減少時代の農村集落の維持・再編に関する研究  

その 9 地域運営組織の持続的運営に向けた基礎調査 

○石井 旭，牛島 健，馬場 麻衣，福井 淳

一，松村 博文，岡村 篤 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会 ， pp.375-378 ，
2018.6 

ヒトの想像温度・人体エクセルギー消費加速度による熱

環境適応の研究 
○佐々木 優二，斉藤 雅也，宿谷 昌則 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会 ， pp.223-226 ，
2018.6 

鉄筋コンクリート造異形柱の構造特性把握、設計法構築

のための曲げ応力に対する構造耐力・破壊特性に関す

る研究 

○本間 裕二，植松 武是，千葉 隆史，森松 

信雄，宮内 淳一 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会，pp.75-78，2018.6 

微小要素の過冷却解消に関する確率分布に基づく微小

要素連続体の熱力学的非平衡凍結水量予測モデルの

構築 

○高橋 光一，岸本嘉彦 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会 ， pp.277-280 ，
2018.6 

寒中コンクリートに関するアンケート調査結果（その１ 生

コン工場技術者を対象とした調査） 

寒中コンクリート新技術調査委員会 中間報告 

○濱 幸雄，深瀬 孝之，谷口 円，杉山 雅，

足立 裕介，大和田 英生，齊藤 智洋，嶋

田 樹，神本 邦男，神坂 和博，池田 耕

平，山本 美明，立松 宏一，崔 亨吉，竹

田 雅仁，外﨑 諭 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会，pp.5-8，2018.6 

寒中コンクリートに関するアンケート調査結果（その２ 建

設会社管理部門技術者を対象とした調査） 

寒中コンクリート新技術調査委員会 中間報告 

○深瀬 孝之，濱 幸雄，谷口 円，杉山 雅，

足立 裕介，大和田 英生，齊藤 智洋，嶋

田 樹，神本 邦男，神坂 和博，池田 耕

平，山本 美明，立松 宏一，崔 亨吉，竹

田 雅仁，外﨑 諭 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会，pp.9-12，2018.6 

寒中コンクリートに関するアンケート調査結果（その３ 建

設会社作業所技術者を対象とした調査） 

寒中コンクリート新技術調査委員会 中間報告 

○谷口 円，濱 幸雄，深瀬 孝之，杉山 雅，

足立 裕介，大和田 英生，齊藤 智洋，嶋

田 樹，神本 邦男，神坂 和博，池田 耕

平，山本 美明，立松 宏一，崔 亨吉，竹

田 雅仁，外﨑 諭 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会，pp.13-16，2018.6 

外断熱改修後 28 年が経過した鉄筋コンクリート造建築

物の調査 

○足立 祐介，谷口 円，平川 秀樹，福山 

智子，松田 未紘，佐藤 潤平，小浦 孝

次，吉野 利幸，植松 武是 

第 91 回 日本建築学会 北海道支

部研究発表会，pp.35-38，2018.6 

北海道立総合研究機構建築研究本部庁舎の運用開始

後 15 年目における実態調査（第 1 報）年間一次エネル

ギー消費量と室内温度の調査 

○下ノ薗 慧，遠藤 卓，北谷 幸恵，月館 

司，阿部 佑平，鈴木 大隆 

2018 年度 空気調和・衛生工学会

大会 学術講演論文集，pp.37-40，
2018.9 

北海道立総合研究機構建築研究本部庁舎の運用開始

後 15 年目における実態調査（第 2 報）段冷房一次エネ

ルギー消費量 

○遠藤 卓，下ノ薗 慧，北谷 幸恵，月館 

司，阿部 佑平，鈴木 大隆 

2018 年度 空気調和・衛生工学会

大会 学術講演論文集，pp.41-44，
2018.9 

2次元超音波風速計の雪対策に関する諸検討 
○堤 拓哉，三瓶 達生，志村 正幸，郷司 

尚之 

第 25 回風工学シンポジウム論文

集(25)，pp. 163-168，2018.12 

北海道の戸建住宅における敷地内の除雪作業の実態

について 
○高倉 政寛，佐々木 優二 

雪氷研究大会講演要旨集 ，

pp.132，2018.9 

吹雪・吹きだまりを考慮した積雪再配分モデルの開発

（Ⅰ） 
○小松 麻美，西村 浩一，堤 拓哉 

雪氷研究大会講演要旨集 ，

pp.138，2018.9 

冬期降水量と積雪重量の比較観測（2017-2018） ○堤 拓哉 
雪氷研究大会講演要旨集 ，

pp.242，2018.9 

超音波風速計の雪対策に関する諸検討 
○堤 拓哉，三瓶 達生，志村 正幸，郷司 

尚之 

雪氷研究大会講演要旨集，pp.83，
2018.9 
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Value flow analysis approach for local water 
management system 

○Ushijima K，Ishii A，Fukui J，Matsumura H 
3rd International Symposium on 
Green Technology for Value 
Chains2018 

地域が自ら支える水インフラ維持管理：地方自治体と地

域の新たな役割分担のかたちとそのための技術 
〇牛島 健 

SIP インフラ新技術地域実装活動

報告書 ～地域のインフラ維持管

理の今後に向けて～，pp.91-95，
2019.1 

北海道における想定地震の決定方法と地震被害想定の

実施 
〇戸松 誠，竹内 慎一 

第 62 回北海道開発技術研究発表

会，2019.2 

木造建築物の被害について 〇千葉 隆史 

日本建築学会北海道支部・日本建

築学会防災委員会主催「2018年北

海道胆振東部地震初期の被害調

査に基づく報告会」，2018.11 

積雪寒冷条件下における津波避難速度の実態調査 〇戸松 誠，渡邊 和之，竹内 慎一 

2018 年度日本建築学会大会学術

講 演 梗 概 集 ， pp.1013-1014 ，
2018.9 

風雪シミュレーションを用いた融雪負荷と建物熱負荷を

低減する街区形態の開発 積雪寒冷都市における都市

デザイン その 19 

〇横山 翔太，瀬戸口 剛，渡部 典大，堤 

拓哉，日下 みのり 

2018 年度日本建築学会大会学術

講 演 梗 概 集 ， pp.1087-1088 ，
2018.9 

オフィスビルを対象とした自然換気量・中性帯位置の予

測に関する研究 
〇下ノ薗 慧，郡 公子 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.95-96，2018.9 

シミュレーションツール BEST によるオフィスの熱負荷・

熱環境解析 第 39 報 風量収支計算による外部風の自

然換気性状への影響解析 

〇佐東 拓海，郡 公子，石野 久彌，下ノ薗 

慧 

2018 年度日本建築学会大会学術

講 演 梗 概 集 ， pp.1053-1054 ，
2018.9 

中性化深さの簡易計測手法の検討 〇谷口 円，足立 裕介 
2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.623-624，2018.9 

熱力学的アプローチによる多孔質材料の凍害機構の検

討 その 1 試料の特性とDSC測定条件の検討 
〇伊庭 千恵美，福井 一真，谷口 円 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.125-126，2018.9 

木造在来構法住宅の断熱改修における気流止め材施

工部分の有効開口面積に関する実験的検討 

〇飯泉 元気，戸松 誠，堤 拓哉，廣田 誠

一，石井 旭 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.107-108，2018.9 

沿岸集落における屋外拡声器を用いた防災行政無線の

冬季実測 

〇遠藤 卓，布井 洋二，廣田 誠一，鵜澤 

孝夫，月館 司，鈴木 大隆，北谷 幸恵 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.831-832，2018.9 

公営住宅を対象とした木質バイオマスによる熱供給シス

テムに関する研究 その 1 竣工初年度における運用評

価 

〇阿部 佑平，月館 司 

2018 年度日本建築学会大会学術

講 演 梗 概 集 ， pp.1335-1336 ，
2018.9 

無機繊維断熱材に発泡プラスチック断熱材を付加した木

造断熱壁体の準耐火実験 その 1 屋外加熱に対する考

察 

〇糸毛 治，長谷見 雄二，鈴木 大隆 
2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.219-220，2018.9 

無機繊維断熱材に発泡プラスチック断熱材を付加した木

造断熱壁体の準耐火実験 その 2 屋内加熱に対する考

察 

〇下條 芳範，糸毛 治，長谷見 雄二，鈴木 

大隆 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.221-222，2018.9 

戸建住宅の高断熱化に向けた透光性外皮とそれ以外の

外皮の誘導水準に関する研究 
〇北谷 幸恵，砂川 雅彦，鈴木 大隆 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.575-576，2018.9 

人口減少時代の小規模自治体における住宅施策に関

する考察―北海道津別町でのケーススタディ― 
〇松村 博文，岡村 篤 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.295-296，2018.9 

公営住宅比率の高い地方小都市における民間賃貸住

宅施策の役割 北海道夕張市における都市再編研究 

その 18 

〇松田 かりん，瀬戸口 剛，樫村 圭亮，佐

藤 愛美，松村 博文 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.143-146，2018.9 

コンパクトシティ形成に向けた公共施設集約による都市

拠点複合施設の計画論 北海道夕張市における都市再

編研究 その 17 

〇樫村 圭亮，瀬戸口 剛，松田 かりん，佐

藤 愛美，松村 博文 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.139-142，2018.9 

新住宅市街地開発事業による住宅団地の持続可能性

に関する研究 その 4 白鳥台ニュータウンにおける若年

層の定着について 

〇木村 早希，真境名 達哉，松村 博文，石

井 旭 

2018 年度日本建築学会大会学術

講 演 梗 概 集 ， pp.1197-1198 ，
2018.9 
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新住宅市街地開発事業による住宅団地の持続可能性

に関する研究 その 3 白鳥台ニュータウンにおける公営

住宅から戸建住宅への転居需要 

〇真境名 達哉，木村 早希，松村 博文，石

井 旭 

2018 年度日本建築学会大会学術

講 演 梗 概 集 ， pp.1195-1196 ，
2018.9 

ヒトの想像温度・人体エクセルギー評価による熱環境適

応の研究 
〇佐々木 優二，斉藤 雅也，宿谷 昌則 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.277-280，2018.9 

陸前高田における地域居住に向けた取り組み その 7 

住まいの復興計画の推移と住宅再建動向 
〇鈴木 大隆，石井 旭 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.901-902，2018.9 

陸前高田における地域居住に向けた取り組み その 8 

建築物の再建による市街地空間の変容 
〇石井 旭，鈴木 大隆 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.903-904，2018.9 

室内側排水層を持つ EPS 湿式外張り断熱工法の防水

性能 
〇小松 幸雄，高倉 政寛，福島 明 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.139-140，2018.9 

CFRP補強RC梁部材の光学的全視野変形計測に関す

る基礎検討 

〇齊藤  隆典，佐藤  宏貴，ZHAO Yan‐
Gang 

2018 年度日本建築学会大会学術

講 演 梗 概 集 ， pp.1507-1508 ，
2018.9 

柱脚浮き上がりを許容した制振建物縮小模型の地震応

答性状(その 2 実験結果とシミュレーション) 
〇益 将太，井上 圭一，齊藤 隆典 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.321-322，2018.9 

柱脚浮き上がりを許容した制振建物縮小模型の地震応

答性状(その 1 実験概要と実験結果) 
〇井上 圭一，益 将太，齊藤 隆典 

2018 年度日本建築学会大会学術

講演梗概集，pp.319-320，2018.9 

Water and Sanitation System For A Shrinking Society 〇Funamizu N，Yamauchi T，Ushijima K 
World Social Science Forum 

2018，2018.9 

Comprehensive approach for improvement of living 
environment in urban slum of Indonesia –Analysis on 
urban metabolism and its harmonization with people’s 
value system- 

〇 Ushijima K ，Widyarani ， Nilawati D ，

Wulan D R，TriAstuti J，Sintawardani N，

Ikemi M，Funamizu N 

Dry Toilet Conference 2018 ，
2018.8 

Radiant Exergy Analysis on the Process of Human 
Adaptive Thermal Comfort in Summer 

〇YUI TSUNO，YUJI SASAKI，MASAYA 

SAITO 

PLEA 2018 HONG KONG ，
2018.12 

Periodic alternation between intake and exhaust of air 
in dynamic insulation 

〇 Masaru Abuku ， Akira Fukushima ，

Tsukasa Tsukidate ， Sayaka Murata ，

Akinori Hosoi，Hideo Ichiboji，Daisuke 

Kitagawa，Kanako Makita 

Proceedings of the 
7th International Building Physics 

Conference (7thIBPC)，2018.9 

建物の保有水平耐力と靭性についての分析 〇森松 信雄 

日本建築学会シンポジウム「種々

の制度の概観と構造基準の比

較」，2018.11 

地域課題に対応した公営住宅等事例 〇馬場 麻衣 
日本建築学会大会社会システム部

門 PD，2018.9 

地元高校生による地域井率管理型水道のアセット情報

整備に関する実証的研究 

〇牛島 健，長谷川 祥樹，遠藤 千利，石井 

旭 

第 53 回日本水環境学会年会講演

集，p.421，2019.3 

地元自律管理型水道における地元の力を活用した健康

リスク管理体制の実証的研究 

〇長谷川 祥樹，牛島 健，遠藤 千利，石井 

旭 

第 53 回日本水環境学会年会講演

集，p.420，2019.3 
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（４）学会、各種委員会などへの協力 

【学会等役員・委員としての協力】122件（平成29年度以前からの継続を含む） 

公益性が高く、専門的知見が求められる国、道、市町村や建築・住宅関係団体が設置する各種委員会

からの委員などの委嘱について、各研究分野で積極的な活動を行いました。 

◼ 委員会活動の一例 

・総合資源エネルギー調査会専門委員（経済産業省） 

・社会資本整備審議会専門委員（国土交通省） 

・日本建築学会各種専門委員会（一般社団法人日本建築学会） 

・日本コンクリート工学会各種委員会（公益社団法人日本コンクリート工学会） 

・NEDO技術委員会（国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構） 

・住宅再建推進協議会相談役（一般社団法人陸前高田市建設業協会） 

・BIS認定制度運営・試験委員会（一般社団法人北海道建築技術協会） 

・民間住宅施策推進会議（北海道） 

・北海道防災会議地震専門委員（北海道） 

・木造建築の新技術に関する協議会委員（北海道） 

・旭川市景観審議会委員（旭川市） 

・まちづくり協議会（浜頓別町商工会） 
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（５）業界紙、ウェブサイト、メールマガジンによる情報発信 

◼ 北海道建設新聞で研究・活動報告の連載をスタート 

昨年度から、建築研究本部がこれまで取り組んできた技術開発、政策研究、第三者評価などの研究・活

動報告を紹介するため、北海道建設新聞の紙面で定期的に連載を開始しています。平成 30 年度は、6 月

1日から平成 30年 12月 14日まで、全 15回掲載しました。 

 

掲載回 掲載テーマ 執筆担当者 

１回目 6日に旭川で成果報告会 建築研究本部 企画調整部 企画課 

２回目 木質バイオエネ技術の開発 
建築研究本部 北方建築総合研究所 

建築研究部 研究職員 阿部 佑平 

３回目 センター立ち上げ判定や試験 
建築研究本部 建築性能試験センター 

センター長 倉増 英樹 

４回目 市町村の防災計画策定 
建築研究本部 北方建築総合研究所 

地域研究部 主査 竹内 慎一 

５回目 小規模市町村の生活交通 
建築研究本部 北方建築総合研究所 

地域研究部 研究職員 岡村 篤 

６回目 地域自律型の水インフラ 
建築研究本部 北方建築総合研究所 

地域研究部 主査 牛島 健 

７回目 ロシアの戸建て・共住実態 
建築研究本部 企画調整部 

企画課長 廣田 誠一  

８回目 良質な賃貸住宅ストックを 
建築研究本部 北方建築総合研究所 

地域研究部 主査 高倉 政寛 

９回目 ことしも「まちづくり塾」 建築研究本部 企画調整部 企画課 

１０回目 胆振東部地震の初動調査 
建築研究本部 建築性能試験センター 

安全性能部長 渡邊 和之 

１１回目 異形柱の構造耐力・破壊特性 
建築研究本部 建築性能試験センター 

安全性能部 評価試験課長 本間 裕二 

１２回目 断熱材と木造外壁防火性能 
建築研究本部 北方建築総合研究所 

建築研究部 主査 糸毛 治 

１３回目 雪下ろし事故の状況を分析 
建築研究本部 北方建築総合研究所 

地域研究部 主査 堤 拓哉 

１４回目 集落持続へ適切な集約化 
建築研究本部 北方建築総合研究所 

地域研究部 研究主幹 福井 淳一 

１５回目 人口減社会に備え課題対応 
建築研究本部長 兼 北方建築総合研究所長 

鈴木 大隆 

 

◼ ホームページ 

平成 10 年度に開設以来、依頼試験・性能評価や構造計算適合性判定業務、普及支援業務や研究所施

設の概要、セミナー・イベントなどを紹介するとともに、調査研究報告書・ソフトウェア・刊行物などの技術情

報、プレスリリース資料を掲載するなど、建築関連技術者や行政機関、道民の皆様向けに様々な情報を提

供しています。建築研究本部のホームページはこちらのＵＲＬからご覧いただけます。 

https://www.hro.or.jp/list/building/  

 

◼ メールマガジン「建築研究本部かわらばん」 

民間企業、建築関係団体、道・市町村、大学、試験研究機関の方々など約 500 名にメールマガジン「建

築研究本部 かわらばん」を毎月配信しています。日頃の調査研究、普及業務などで携わっているニュース

を中心にお送りしています。 

次の申込フォームからもお申し込みできます。 

https://www.hro.or.jp/cgi-bin/mail/index.php?id=hokusoken_n  

https://www.hro.or.jp/list/building/
https://www.hro.or.jp/cgi-bin/mail/index.php?id=hokusoken_n
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（１）技術相談 

当研究本部では、建築・住まい・まちづくりに関する相談業務を行っています。平成 30 年度の相談件

数は 195件あり、雪処理対策や断熱・気密の技術、基礎などに関する相談が多くありました。 

 

 

 

（２）講師派遣 

研究成果の普及や建築技術の向上のため、国や道、市町村、建築住宅関連団体、民間企業などが主催

するセミナー、フォーラムなどに講師を派遣しています。平成 30年度の派遣件数は 66件でした。 

講演内容は住まい、まちづくりや防災、雪対策、省エネ・建築技術など広範囲な分野にわたっております。 

 

（３）原稿執筆 

建築関連団体発行の機関誌、各種学会誌、建築専門誌などからの依頼に応じて、住まい、まちづくり、防

災、環境、エネルギー、建築技術など各研究成果に関する知見について依頼を受け、原稿を執筆していま

す。平成 30年度の執筆件数は 26件でした。 

 

 

雪処理対策

34%

断熱・気

密 8%

基礎 7%構造 6%

換気・暖房 6%

材料

5%

防災 5%

屋根 4%

その他 25%

平成30年度 技術相談内容別内訳

２．技術支援 
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（４）技術指導 

これまでの研究成果や知見、公知の情報等を用い、技術的な問題の解決に向けた指導を行っています。

平成 30 年度は建築・住宅関連企業や地方公共団体に対し、省エネ性能の計測方法や住宅の換気、耐火

等に関する設計・施工上のアドバイスなどを技術指導により実施しています。 

（５）委員会活動(再掲) 

国、道、市町村や建築・住宅関係団体が設置する住まい、まちづくり、防災、雪対策、環境、エネルギー、

建築技術などに関する専門的な知見を求められる各種委員会に参画しています。平成 30 年度の就任件

数は 122件（平成 29年度以前からの継続を含む）でした。 

 

（６）建築設計者のための構造関係講習会※ 

構造計算適合性判定は平成 27 年 6 月の大幅な制度改正後、3 年が経過しましたが制度や手続き及び

構造計算上の取り扱いなどについてよりご理解いただくために、設計事務所や市町村の技術者を対象とし

て道内 4か所（旭川、釧路、函館、札幌）で実施しました。 

また、9月に発生した平成 30年北海道胆振東部地震における木造建築を対象とした初動調査報告の概

要についてもあわせて説明を行いました。 

・開催日 旭川会場 平成31年1月10日（木）   道総研建築研究本部                 受講者 21名 

釧路会場 平成 31年 2月 1日（金）  釧路市生涯学習センター・まなぼっと幣舞受講者 23名 

      函館会場 平成 31年 2月 13日（水） 北斗市総合文化センター・かなで～る   受講者 17名 

 札幌会場 平成 31年 3月 20日（水） 北海道立道民活動センター かでる２・７ 受講者 22名 

 

※前年度までの開催名称：構造計算適合性判定に係る建築確認手続き円滑化のための講習会 

（７）道内大学との連携など 

道内各大学と道総研の連携協定を活用し、建築研究本部においても、共同研究の実施、研究課題検討

会の外部有識者の委嘱、視察・研修者の受け入れ、研究交流会への参加などを行っています。 

 

 

 

平成 30 年度末時点で北方建築総合研究所が出願し、北海道立総合研究機構が保有する特許権など

は次の 5件です。 

◼ 平成 30 年度末までに特許登録された発明 

･ 空気浄化式家屋（平成 15年 11月 7日 特許第 3488921号） 

･ 振動試験装置及び振動試験方法（平成 23年 8月 12日 特許第 4801134号） 

･ 空気浄化式建屋及び建屋の空気浄化方法（平成 28年 1月 15日 特許第 5866532号） 

･ 換気システム（平成 28年 9月 9日 特許第 5998311号） 

･ 熱交換器及び熱換気システム（平成 29年 10月 20日 特許第 6226832号） 

  

３．知的財産の有効活用 
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（１）科学技術に対する理解促進、調査研究成果の普及 

◼ 施設見学 

当研究本部では、研究所施設の視察、見学を随時受け付けており、施設や実験装置、調査研究業務の

紹介、依頼試験・性能評価業務のご案内などを行っています。建築関連事業者を中心に全国各地からの

来訪があり、平成 30年度の見学者は 66件、649人でした。 

 

見学者の地域別件数（平成 30年度）[団体] 

 
海外 

国内 
計 

道外 道内 

件数 3 28 35 66 

 

見学者の属性（平成 30年度）[人] 

属性 
建設業・ 
企業など 

大学・ 
研究者など 

国・道・ 
市町村など 

一般・ 
小中学生など 

計 

見学者数 294 80 179 96 649 

 

見学者人数の推移[人] 

年度 H14～26 H27 H28 H29 H30 計 

見学者人数 
19,474 

23,005 

440 

440 

529 

876 

549 

1056 

649 

1128 

21,641 

26,505 

※下段は施設公開デー来場者を含む。（H27は公開デー開催なし） 
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平成30年度 施設見学 月別見学者人数・属性

建設業、工務店、企業等 大学、高専、研究者等

国、地方自治体（議会含む） 一般、小中学生等

４．施設公開と普及イベント 
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◼ ｢きて★みて★はっけん！！ほくそうけん☆公開デー2018｣の開催 

今年は毎年恒例のコーナーに加え、新たに「お家のデザイン体験コーナー」「地震でこわれた建物を

判定しよう！」「防災放送の聞こえ方クイズ」を実施、また初公開となる大型振動台を使用した構造強さ

実験を行ったほか、旭川市との共催企画「消防体験で君も消防士？」、建築士会旭川支部との共催企

画「楽しく学んで防災博士になろう」、十勝岳ジオパーク推進協議会ほかとの共催企画「十勝岳コーナー」

など、14 の体験・工作・展示ブースで賑わいました。おおむね天候にも恵まれ、460 名の方にご参加い

ただきました。 

・開催日時 ：平成 30年 9月 1日（土）10：00～16：00 

・参加人数 ：460人 

 

 

ものしり博士の研究所探検隊 

 

お家のデザイン体験コーナー 

 

地震でこわれた建物を判定しよう！ 

 

消防体験で君も消防士？ 

旭川市との共催企画 

 

楽しく学んで防災博士になろう！ 

北海道建築士会旭川支部との共催企画 

 

十勝岳コーナー 

美瑛町、上富良野町、十勝岳ジオパーク推進

協議会との共催企画 

 

防災放送の聞こえ方クイズ 

 

振動実験コーナー 

 

つなげよう！夢のまちマップ 

 

バリアフリー体験コーナー 

 
火の用心！ 

 
ものの強さ体験コーナー 
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～燃えやすい家と燃えにくい家～ 

 

大型振動台で構造強さ実験 

 

あったか住まいのつくり方 

 

ミニ博物館 

 

きた住まいるブース 

 

道総研ブース 

 

 

◼ 2018 サイエンスパークに出展 

小中学生に科学技術について興味や関心を持っていただくことを目的に、毎年開催されている「サイエン

スパーク」（主催：北海道、（地独）北海道立総合研究機構）に出展しました。 

「建築性能試験センター★建築のプロが使う色んな測定機器に触れてみよう！」と題したブースに大勢の

親子連れが訪れ、サーモカメラ・傾斜計・荷重計・騒音計・風速計など様々な機器に触れ、その仕組みや使

い方を学んでいただきました。 

・開催日時：平成 30年 7月 27日（金）10：00～15：30 

・開催場所：札幌駅前通地下歩行空間（チ・カ・ホ） 

・参加人数：2,600人（会場全体） 

  

会場の様子 
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◼ 上川農試公開デーで三場連携出展 

上川総合振興局管内には「農業研究本部上川農業試験場」「森林研究本部林産試験場」「建築研究本部」

の道総研の 3 つの機関があり、連携して様々な取組を行っています。その一環として、平成 28 年度から

『上川農試公開デー』に、林産試験場と建築研究本部が出展をしています。 

平成 30 年度の当本部の出展内容は「アーチ橋チャレンジ」で、泡ポリスチレン製のブロックを用いて古く

から使用されている構造形式の一つであるアーチの仕組みを楽しみながら学んでもらうことができました。 

 

・開催日時 ：平成 30年 8月 9日（木）10：00～14：00 

・場  所 ：上川農業試験場 庁舎 1階玄関ロビー（上川郡比布町南 1線 5号） 

 

  
制作状況 実験状況 

 

 

◼ 「明日の上川地域を担う道総研三場会」の開催 

・開催日時：平成 30年 12月 19日（水） 

・開催場所：道総研建築研究本部 多目的ホール 

 

道総研上川三場（上川農試、林産試、建築研究本部）の人材育成、情報共有、地域貢献のための実践

的課題発見のため、主に若手研究者を対象に、今年度、新たな企画として「明日の上川地域を担う道総研

三場会」を開催することとしました。参集範囲は主査級以下とし、これまでの連携事例紹介、各機関 3 人程

度から話題提供の後、全体討論を行いました。 
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◼ ジャパンホーム＆ビルディングショーへの参加 

東京ビッグサイトにて開催された「Japan Home ＆ Building Show2018」に、道内民間企業・団体・道・

道総研などが一丸となり、本道の住宅建築技術や道産建材の全国への販路拡大、情報発信を行いました。

北海道ブースでの寒冷地の住宅技術に関するパネルディスカッションでは、当本部の研究者からも換気、  

技術の研究成果を紹介するなど、新しい技術に関心のある来場者や出展者どうしの貴重な交流の場となり、

今後、出展された企業の販路拡大や新たな技術開発が進むことが期待されます。 

「きた住まいる」CMソングやDVDによる企業紹介、また、北海道パビリオン内の各ブースを巡るスタンプ

ラリーなどもあり、多くの方が来場されました。 

・開催日時：平成 30年 11月 20日（火）～22日（木） 

・開催場所：東京ビッグサイト（有明・東京国際展示場） 

・来場者数：32,130名（主催者発表） 

 
北海道パビリオン 

 
道内出展企業のデモンストレーション 

 

◼ サンクトペテルブルグ国際経済フォーラムへの参加 

平成 30年 5月 24日～25日にロシア・サンクトペテルブルグで開催された「サンクトペテルブルグ国際経

済フォーラム」に参加し、道と共同で北海道の寒冷地住宅技術に関するプレゼンテーションを行いました。

会場では、建築研究本部が作成したロシア語のビデオを上映し、北海道の住宅の歴史や寒冷地の高い技

術力を紹介しました。また、サンクトペテルブルグ市建設委員会委員長らと双方の住宅事情、海外との交流、

インフラ整備、建設技術、今後の交流などについて意見交換を行いました。 

 

・開催日時：平成 30年 5月 24日（木）～25日（金） 

・開催場所：ロシアサンクトペテルブルク市 

 

  

国際経済フォーラムでのビデオ上映 国際経済フォーラムでのプレゼンテーション 
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◼ その他普及イベント 

【道総研セミナー 失敗しない安心で良質な家づくり】 

建築研究本部が道からの受託業務で制度設計している「きた住まいる」について紹介し、「きた住まいる」

を活用した失敗しない安心で良質な家づくりについて講演しました。 

 

・講師：北方建築総合研究所 建築研究部 建築システムグループ 主査 齋藤 茂樹 

・開催日時：平成 30年 6月 16日（土）15:30～16:30 

・開催場所：紀伊国屋書店札幌本店 1階インナーガーデン 

 

【出前講座 地震から命を守るための建物耐震】 

 建物の耐震化の必要性や効果について考えていただくために、北海道胆振東部地震の建物被害状況や

耐震改修工法等についての講座を開催しました。 

 

・講師：北方建築総合研究所 地域研究部 環境防災グループ 研究主幹 戸松 誠 

     建築性能試験センター 評価試験課 主査 森松 信雄 

・開催日時：平成 30年 11月 20日（火）19:00～20:00 

・開催場所：広尾郡広尾町商工会館 

 

【道総研地域セミナー「地域の防災を考える」】 

道総研を地域に広く浸透させ、積極的に活用してもらうために、道総研の活動や研究成果の紹介・

発表、技術相談、ニーズ把握等を行う地域セミナーを開催しました。 

 今回は、開催地域においても関心が高く、道総研の新たな研究成果が示されている「防災」をテーマ

にし、講演しました。 

 

・講師：北方建築総合研究所 地域研究部 地域システムグループ 研究主幹 福井 淳一 

     北方建築総合研究所 地域研究部 環境防災グループ 研究主幹 戸松 誠 

〇渡島地域 

・開催日時：平成 30年 1月 16日（水）13:30～15:30 

・開催場所：渡島総合振興局 3階講堂 

 

〇檜山地域 

・開催日時：平成 30年 1月 17日（木）13:30～15:30 

・開催場所：檜山振興局 4階講堂 

 

【どうする？地方の水道～富良野高校×道総研×北大の取り組み】 

人口減少が続く中、地方の水道をどうやって存続していくかを考えるため、建築研究本部と富良野高校と

北海道大学がチームを組み、富良野市の協力のもと、市内に多数ある地元管理型の小さな水道を支える

取り組みに挑戦した内容について発表するとともに、取組の展示イベントを行いました。 

・開催日時：平成 31年 3月 24日（日） 

・開催場所：フラノマルシェ 2 ＴＡＭＡＲＩＢＡ（富良野市幸町 8番 5号） 
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（２）海外の企業、大学・研究機関などとの交流 

◼ ロシアで寒冷地住宅技術をＰＲ 

・平成 30年 5月 23日（水）～29日（火） 

ロシアサンクトペテルブルク市で開催されたロシア国際経済フォーラムへ道と共同で出展し、北海道の

寒冷地住宅技術などをＰＲ、建築物調査等を行いました。（再掲） 

 

・平成 30年 11月 13日（火）～19日（月） 

ロシアサンクトペテルブルク市で開催されたジャパンスマートシティフォーラムへ参加し、サンクトペテル

ブルク市関係者に対し北海道内の寒冷地住宅・建築技術をＰＲするとともに、道内の住宅建築事業者も 

同行し、ロシアの住宅建設に関わる情報収集を行いました。 

 

◼ 見学の受入れ 

・平成 30年 10月 18日（木） 

外務省から依頼を受けた一般社団法人北海道総合研究調査会が実施する「対ロシア技術支援ＯＪＴ

研修」により来日したロシア極東地域の都市インフラ整備に携わる地方行政府担当者、企業経営者及び

技術者等（計ノボシビルスク、ユジノサハリンスクの企業代表者ら 20名が来所し、庁舎・実験施設の見学

や寒冷地の住宅・建築技術などに関する情報交換を行いました。 
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第３部 研究所の概要

（１）設立目的と経緯 

寒冷地における住宅や都市の計画・整備及び建築技術に関する研究調査を行い、道民の住生活の向上

に役立てることを目的に、昭和 30年、道立の 3 試験研究機関を合同し、建築部（現在の建設部）の所管の

もとに「寒地建築研究所」として設置されました。平成 14 年 4 月に札幌市から旭川市へ施設の全面移転を

契機として、研究領域の拡大と充実、積極的な情報発信、企業や道民ニーズに対応するため、「北方建築

総合研究所」へと改組し、平成 19年 4月には、改正建築基準法による構造計算適合性判定業務に対応す

るため、札幌に構造計算適合性判定センターを設置しました。 

平成 22 年 4 月、地方独立行政法人北海道立総合研究機構の発足に伴い「建築研究本部北方建築総

合研究所」としてスタートし、平成 30 年 4 月からは新たに建築研究本部の中に「建築性能試験センター」を

設置いたしました。 

（２）組織機構（平成 31 年度） 

平成 31年 4月組織図 

本部長

所長

地方独立行政法人北海道立総合研究機構

総務部 総務課

評価試験課 評価試験グループ

副所長 地域研究部 地域システムグループ

環境防災グループ

建築システムグループ建築研究部

北方建築総合研究所

建築性能試験センター

センター長 安全性能部 構造判定グループ

主査（総務）

主査（評価）
主査（判定評価）
主査（防耐火）

主査（住計画）
主査（地域計画）
主査（資源循環）

主査（都市環境）
主査（地域防災）

主任主査（エネルギー）
主査（建築技術）
主査（建築環境）
主査（建築保全）

主査（構造判定）

企画調整部 企画課 企画グループ 主任主査（企画）
主査（指導支援）

建 築 研 究 本 部

構造判定課

１．沿 革 
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（単位：千円） 

年度別 

事業別 

平成 29年度 

(最終予算額) 

平成 30年度 

(最終予算額) 

平成 31年度 

(当初予算額) 

維 持 管 理 費 54,166 54,406 55,175 

試 験 研 究 費 90,359 84,449 75,577 

 

戦 略 研 究 8,731 8,903 12,961 

重 点 研 究 13,440 14,070 22,698 

経 常 研 究 6,296 6,185 7,185 

公 募 型 研 究 ※ 23,195 12,334 2,340 

一 般 共 同 研 究 8,100 4,300 3,700 

そ の 他 受 託 研 究 6,200 5,467 0 

道 受 託 研 究 23,751 32,326 25,700 

職 員研 究奨 励事 業 646 864 993 

依 頼 試 験 費 32,783 37,458 60,530 

試験研究備品整備費 7,733 12,193 3,319 

普 及 啓 発 関 連 946 319 0 

構造計算適合性判定費 34,400 29,950 41,756 

計 220,387 218,775 236,357 

＊平成 31年度（当初予算額）の試験研究費については、平成 31年 3月末時点で決定している課題のみ計上し

ています。 

＊公募型研究には、個人に交付される研究資金を含みます。応募中で採否が確定していないものを除きます。 

 

２．事業費 
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